
平成３０年度 静岡支部事業計画の実施結果について 

令和元年度第１回 全国健康保険協会静岡支部評議会 資料2 



基盤的保険者機能関係 

（1）現金給付の適正化の推進 業務グループ 

KPI設定なし 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

①不正の疑いのある事案については、支部の保険
給付適正化ＰＴの議論を経て事業主への立入検査
を積極的に行う。特に、現金給付を受給するため
だけの資格取得が疑われる申請について重点的に
審査を行う 

 
②傷病手当金と障害年金の併給調整について、会
計検査院からの指摘も踏まえ、確実に実施する 

・傷病手当金申請者で、役員報酬の支給状況にか
かる立入検査を実施した 

・6件の立入検査を実施、指摘（返納）1件 

 

 

 
・システムにより抽出された対象案件についてす
べて確認を行い、調整が必要なものについては返
納処理を実施した 
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基盤的保険者機能関係 

（2）柔道整復施術療養費等の照会業務の強化 業務グループ 

 

柔道整復施術療養費の申請に占める施術箇所3部位以上、かつ月15日以上の施術の申請の割合について
対前年度以下（0.769%以下）とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

柔道整復施術療養費申請割合 0.769%以下 0.72% 0.769％ 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・多部位（施術箇所が3部位以上）かつ頻回（施術
日数が月15日以上）の申請について、加入者に対
する文書照会を強化するとともに、いわゆる「部
位ころがし」と呼ばれる、負傷部位を意図的に変
更することによる過剰受診に対する照会を強化し、
多部位かつ頻回施術の申請割合について対前年度
以下とする 

・施術箇所3部位以上、かつ月15日以上の施術につ
いてはすべて照会を行い、また、審査会において
疑義が生じた案件についても照会を実施した 

・平成30年度は、合計19,458件について照会を 

実施した 
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基盤的保険者機能関係 

（3）サービス水準の向上 業務グループ 

 

①サービススタンダードの達成状況を100％とする 

②現金給付等の申請にかかる郵送化率を98.0％以上とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

①サービススタンダード達成状況 100％ 100% 100％ 

②現金給付等申請の郵送化率 98.0％ 98.2％ 98.1％ 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・お客様満足度調査を活用したサービス水準の向
上に努めるとともに、現金給付の申請受付から支
給までの標準期間（サービススタンダード：10日
間）を遵守する 

・毎日、業務開始時と業務終了前に進捗状況を確
認することで、100％を達成した 

 
・電話による申請書送付依頼時に、郵送による 

提出をお願いするとともに返信用封筒を同封した 
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基盤的保険者機能関係 

（4）限度額適用認定証の利用促進 業務グループ 

 

高額療養費に占める限度額適用認定証の使用割合を83.0％以上とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

限度額適用認定証使用割合 83.0％以上 
77.7％ 

（未確定） 
77.7％ 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・事業主や健康保険委員に対してチラシやリーフ
レットによる広報を実施するとともに、地域の医
療機関と連携し、医療機関の窓口に申請書を配置
するなど利用促進を図る 

・静岡県、静岡市、浜松市の担当部署に、限度額
適用認定証の利用促進の依頼を実施した 
・医療機関への研修会時に制度の説明と利用促進
の依頼を実施した 
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基盤的保険者機能関係 

（5）被扶養者資格の再確認の徹底 業務グループ 

 

被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を90.0％以上とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

被扶養者資格確認書の提出率 90.0％以上 90.3％ 89.2％ 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・被扶養者資格の確認対象事業所からの回答率を
高めるため、未提出事業所への勧奨による回答率
の向上、未送達事業所の調査による送達の徹底を
行う 

・未提出となっていた事業所に対し、文書による
提出勧奨を6,055件実施した 
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基盤的保険者機能関係 

（1）効果的なレセプト点検の推進 レセプトグループ 

 

社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト査定率※について、対前年度以上（0.386%以上）とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

レセプト査定率 0.386％以上 0.354% 0.386％ 

※レセプト査定率＝レセプト点検により査定（減額）した額÷協会けんぽの医療費総額 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・レセプト内容点検効果向上計画に基づき、システムを
活用した効果的なレセプト点検を推進するとともに、新
たな点検ノウハウの習得等を目的とした内容点検の外注
化を進める 

・構成メンバーを変えながら、他支部の事例研究や点検
方法等について活発な意見交換を行い、効果的な点検方
法を取り入れた 
・外部講師による研修会を開催し、点検員のスキルアッ
プを図った 
・基金と定例打合せ会を実施し、情報共有などで連携強
化を図った 
・基金と保険診療ルールの疑義案件については、協議を
重ね、未解決案件については、本部の「苦情相談窓口」
を活用し、解決を図った 
・点検の外注は、本部による事業効果等の検証結果によ
り、平成30年末で事業廃止した 

・点検員の慢性的な人員不足があった 
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基盤的保険者機能関係 

（2）返納金債権の発生防止のための保険証回収強化 レセプトグループ 

 

日本年金機構回収分を含めた資格喪失後１ヶ月以内の保険証回収率を93.7%以上とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

保険証回収率 93.7％以上 94.25% 93.62％ 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・日本年金機構の資格喪失処理後2週間以内に、協
会けんぽから保険証未回収者に対する返納催告を
行うことを徹底することで保険証回収率の向上を
図る 

・日本年金機構での資格喪失処理後2週間以内の文
書催告の実施及び回収不能届に基づく早期電話催
告を実施した 

・未回収の多い事業所、被保険者20人以上の事業
所等にあてた保険証回収及び添付について周知徹
底の文書を発出（H30.9、H31.3約6,000件）した 

・各種研修会における周知を実施した 

・協会けんぽ発行の広報紙による周知を実施した 
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基盤的保険者機能関係 

（3）債権回収業務の推進① レセプトグループ 

 

資格喪失後受診返納金債権の回収率を対前年度以上（67.81%以上）とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

返納金債権回収率 67.81％以上 69.80% 67.81％ 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・発生した債権の早期回収に取り組むとともに、
保険者間調整及び法的手続きの積極的な実施によ
り、返納金債権の回収率の向上を図る 

・初回通知時、催告時の発送物に保険者間調整の
案内文書を同封した 
・高額債権は、早期に事業所や医療機関へ連絡先
を照会し早期接触を図った 
・その他にも保険者間調整を活用し、収納に繋げ
た（101件 42,983,869円） 

・計画的に法的手続を実施（105件）した 
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基盤的保険者機能関係 

（3）債権回収業務の推進② レセプトグループ 

 

医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合を対前年度以下（0.054%以下）とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

返納金の割合 0.054％以下 0.080％ 0.054％ 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・発生した債権の早期回収に取り組むとともに、
保険者間調整及び法的手続きの積極的な実施によ
り、返納金債権の回収率の向上を図る 

・日本年金機構での資格喪失処理後2週間以内の文
書催告実施及び回収不能届に基づく電話催告を早
期実施した 

・未回収の多い事業所、被保険者20人以上の事業
所にあてた保険証回収及び添付について周知徹底
の文書を発出した 

・各種研修会における周知を実施した 

・協会けんぽ発行の広報紙による周知を実施した 
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戦略的保険者機能関係 

 ◎データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施  

                                   保健グループ 企画総務グループ 

・脳卒中の年齢調整死亡率を全国平均並みに引き下げる 

上位目標 

    実施項目 

保健グループ 

（ⅰ）特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上 

（ⅱ）特定保健指導の実施率の向上及び平成30年度からの制度見直しへの対応 

（ⅲ）重症化予防対策の推進 

企画総務グループ 

（ⅳ）健康経営（コラボヘルス）の推進 
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戦略的保険者機能関係 

（1）①特定健診受診率の向上（被保険者） 保健グループ 

生活習慣病予防健診の受診率を61.7％以上とする 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・受診率の向上に向け、加入事業所、健診機関、
関係団体等との連携を強化した健康意識の啓発活
動を通じて、健診の受診から保健指導を受けるま
での一貫した体制を構築し、加入者の利便性の向
上を図り、受診者の増加を図る 
・年々、加入事業所が増加していることを鑑み、
新規適用事業所への健診受診案内を実施する 

・委託健診機関向け事務説明会を開催し、目標お
よび課題を共有して受診者の増加を図った 

健診受診者数246,209人 対前年+14,605人 

・健診機関からの受診勧奨 

新規3健診機関とインセンティブ契約を結び未受診
事業所データを提供、勧奨を実施 

528事業所 対象者3,422人 

・1月～3月に小規模事業所加入者向け土日の集団
健診を実施  

10市 19会場 健診受診者724人 

・新規適用事業所への受診勧奨 

2,656事業所 対象者6,339人 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

生活習慣病予防健診受診率 61.7％以上 59.6% 58.0％ 
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戦略的保険者機能関係 

（1）②事業者健診データ取得率の向上（被保険者） 保健グループ 

事業者健診データの取得率を5.6％以上とする 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・協会へ健診結果を提出していない事業所には健
診の受診状況を確認するとともに、事業主へ従業
員の健康づくりの重要性を説明し、健診受診や事
業者健診データの提供を積極的に呼び掛け、健康
意識の向上を図る 

・健診機関へのデータ提出依頼および外部委託業
者からの取得勧奨を実施 

データ取得者数 12,012人（平成31年3月現在） 

対前年-9,229人となったが、4月以降に8,642人の
追加データを取得した 

・外部委託業者からの勧奨（文書・電話） 

 1,073事業所 対象者34,247人 データ取得数
1,228人 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

事業者健診データ取得率 5.6％以上 3.3％ 5.3％ 
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戦略的保険者機能関係 

（1）③特定健診受診率の向上（被扶養者） 保健グループ 

被扶養者の特定健診受診率を25.9％以上とする 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・市町村が行うがん検診との連携した「特定健診
とがん検診の同時実施可能な集団健診」、協会主
催の「オプショナル測定器付の集団健診」、「自
己負担無料の集団健診」等、加入者の特性やニー
ズに応じられるような集団健診を積極的に展開し、
受診者の増加を図る 

・各種集団健診を実施し、受診者の増加を図った 

健診受診者数25,187人 対前年-1,713人 

・「がん検診と同時実施」 19市町 

受診者数2,774人 対前年+502人 

・「オプショナル測定器付」 65回 

受診者数2,878人 対前年-725人 

・「自己負担無料」 10回  

受診者数1,315人 対前年-152人 

自己負担無料の集団健診を前年の4→10回に増やし
たが、受診者増加に繋がらなかった 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

特定健診受診率 25.9％以上 
23.7% 

（令和元年6月現在） 
25.3.％ 
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戦略的保険者機能関係 

（2）①特定保健指導実施率の向上（被保険者） 保健グループ 

被保険者の特定保健指導実施率を15.0%以上とする 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・検診車等の集団健診時での特定保健指導初回面
談分割実施ができる健診機関を増やす 

・案内文送付後、2週間以内に電話連絡による保健
指導勧奨実施及び意思の確認を行う 

・対前年＋4.1%  

・協会保健指導者実施分7.4%（3,590人） 

・委託機関実施分6.5%（3,169人） 

・健診当日の初回面談を推進 

（健診当日の初回面談実施率74.4%） 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

特定保健指導実施率 15.0％ 
13.9% 
6,759人 

（令和元年6月現在） 

9.8％ 
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戦略的保険者機能関係 

（2）②特定保健指導実施率の向上（被扶養者） 保健グループ 

被扶養者の特定保健指導実施率を9.1%以上とする 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・検診車等の集団健診時での健康相談において、
特保対象予定者に対しアプローチを行い、特定保
健指導のスムーズな導入を行う 

・対前年＋5.2% 

・健診当日の初回面談を推進 
・健診当日の特定保健指導の見込み対象者に対し
て、保健指導利用勧奨を実施 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

特定保健指導実施率 9.1％ 
7.0% 
122人 

（令和元年6月現在） 

1.8％ 
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戦略的保険者機能関係 

（3）重症化予防対策の推進① 保健グループ 

平成29年度健診受診者にかかる受診勧奨通知送付後3か月以内に医療機関を受診した者の割合を11.1% 

以上とする 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・血圧、血糖値で要治療域と判定されながら、健
診受診後3か月を経過しても病院受診していない者
に対し実施している本部からの受診勧奨に加え、
その後も病院受診していない者へ、支部から二次
勧奨を実施する 

・二次勧奨対象者2478人に対して文書勧奨を実施、
96人より回答があり、うち34人が二次勧奨実施後
に受診した 

・未受診者のリピーター化、30～40代の未受診者
増加の傾向があり、電話勧奨実施により受診率向
上を目指す 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

受診勧奨後3か月以内に医療機
関を受診した者の割合 

11.1％以上 
9.3% 

（令和元年6月現在） 
9.8％ 
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戦略的保険者機能関係 

（3）重症化予防対策の推進② 保健グループ 

支部独自基準による受診勧奨の実施 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・当該年度の健診結果がＬＤＬコレステロール180

ｍｇ/dl以上かつ喫煙者で下記に在住するものに対
し、文書での受診勧奨および禁煙啓発を実施する 

 男性：駿河区、富士市、沼津市、函南町、  

    東伊豆町、河津町 

 女性：富士宮市、富士市、沼津市、 

    東伊豆町、河津町、下田市 

 
・静岡市糖尿病性腎症予防プログラムに則り、静
岡市在住の糖尿病性腎症の対象者（空腹時血糖値
126mg/dl以上またはHbA1c6.5%以上の医療機関未
受診者で、1)もしくは2)に該当する者 

1)尿たんぱく定性（１＋）以上 

2)腎機能低下者（健診受診年齢） 

（49歳以下）  eGFR：60ml/分/1.73㎡未満 

（50～69歳）  eGFR：50ml/分/1.73㎡未満 

（70歳以上）  eGFR：40ml/分/1.73㎡未満 

に対し、受診勧奨を文書で実施する 

・854人に送付 29人より回答があり、内10人が
勧奨後に受診 

 

 

 

 

 

 

 
・51人に文書勧奨、うち１人に面談を実施し、レ
セプト確認等で9人の受診を確認した 
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組織体制関係 

（1）人事制度の適正な運用と標準人員に基づく人員配置 企画総務グループ  

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・標準人員に基づく人員配置を実施していく。また、業
務処理の在り方の見直しに伴う生産性の向上も見据えた
支部運営を行う 

・標準人員に基づく人員配置を実施し、事務処理面にお
いては、業務マニュアルや手順書等の順守による効率
化・平準化を徹底し、支部の生産性向上に努めた 

（2）人事評価制度の適正な運用  企画総務グループ  

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・評価者研修などを充実し、実態に即した効果的な評価
を実施する 

・評価者が支部全体およびグループ目標を各職員と共有
し、期首面談（半期毎）により個別目標を設定、実績評
価時（半期毎）にはフィードバック面談を実施した 

（3）ＯＪＴを中心とした人材育成 企画総務グループ 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・ＯＪＴを中心としつつ、効果的に研修を組み合わせる
ことで組織基盤の底上げを図る 
・戦略的保険者機能の更なる発揮のための人材育成を行
う 

・新規採用者（H30.4採用）2名に対して、6か月に渡り
OJT研修を実施し、業務全体像の把握や社会人・組織人と
しての基盤形成を中心とした育成を行った 
・支部職員全員に対しては、各種研修会、勉強会を通じ
て、組織基盤の底上げと保険者機能の協会、組織全体の
意識の統一等を図った 
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組織体制関係 

（4）支部業績の向上 企画総務グループ  

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・支部業績評価を通し他支部との比較を行い、支部の業
績向上を図る 

・支部が達成すべき目標を職員へ浸透を図るとともに、
他支部の好事例を共有し、支部業績の向上に努めた 

（5）費用対効果を踏まえたコスト削減等 企画総務グループ  

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・調達における競争性を高めるため、公告後の業者への
声掛けを実施し、一者応札案件の減少に努める 

・一般競争入札：11件 

 一者応札案件：2件 

 一者応札割合：18.2% 

   (参考 協会目標値25%以下 協会平均26.8％) 
・ホームページ等での情報公開や公告後の複数業者への
呼びかけを行い、公平性・透明性の維持に努めた 
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基盤的保険者機能関係 

（6）オンライン資格確認の導入に向けた対応 企画総務グループ 

現行のオンライン資格確認システムについて、ＵＳＢを配布した医療機関における利用率を36.5％以上
とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

医療機関における利用率 36.5％以上 
92.0％ 

（年度平均） 

35.6％ 

（年度平均） 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・現在協会けんぽが独自に実施しているオンライ
ン資格確認については、引き続きその利用率向上
に向けて取り組む 

・平成30年4月から5月にかけて医療機関に対し 

 文書、電話による利用勧奨を実施 

・平成30年6月以降は利用率100%を維持、年度 

 平均利用率全国1位を達成 
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戦略的保険者機能関係 

（7）広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進 企画総務グループ 

①広報活動における加入者理解率※の平均について対前年度以上（35.9%以上）とする 

②全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合を49.0％ 

 以上とする 

KPI 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

加入者理解率の平均値 35.9％以上 36.7％ 
35.9％ 

（29年度は全支部平均） 

健康保険委員が委嘱されている 

事業所の被保険者数の割合 
49.0％以上 50.0％ 45.8％ 

※加入者理解率＝健康保険給付や協会けんぽの事業内容等についてどれだけ認知されているかをWEBアンケートにより 

         調査した結果 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・前年度理解度調査の結果を踏まえた広報計画を策定し、
健康保険制度や協会の事業内容について周知を図る 
・健康保険委員活動の活性化を図るため、研修会を開催
するとともに、専用広報誌等を通じた情報提供を実施す
る 

・毎月の広報誌やメールマガジン、社会保険協会広報紙
への記事提供を通じて、健康保険制度等について事業
主・加入者に周知した 

・メールマガジン登録件数：13,171件 

（対前年+3,223件） 
・文書による健康保険委員の委嘱勧奨を計画的に実施し、
委員委嘱者数は前年から約2,400人の増加となった 

・健康保険委員研修会を10会場で実施、1,000人余りの委
員に参加いただいた 

 

前年度の理解度調査の結果を踏まえた広報計
画を策定し、広報誌やマールマガジン等を通
じて 
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戦略的保険者機能関係 

（8）健康経営（コラボヘルス）の推進 企画総務グループ 

KPI設定なし 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

①健康宣言事業所の更なる拡大を図るとともに、
取組の質を向上させる観点から、宣言事業所に対
するフォローアップを強化し、事業所ごとの健康
度の改善度合いをデータとして提供する 

 
②日本健康会議のおこなう健康経営優良法人認定
における取得事業所の伸長を図る 

①県や商工会議所等と連携のうえ健康経営の普及を図り、
健康宣言事業所数は、前年から1,200社以上の増加となっ
た。また、健康宣言事業書に対する振り返りシート送付
時に、事業所チャートを同封し、各事業所で健康度の改
善度合いを確認できるようにし、継続した取組みを支援
した 

 
②健康宣言事業所に対し、健康経営優良法人認定制度の
案内を送付。記載のポイント等を個別にアドバイスし、
全国4位の認定数に至った 

平成30年度実績 平成29年度実績 

①健康宣言事業所数 2,049社（H31.3末）対前年+1,222社 827社（H30.3末） 

②健康経営優良法人認定数 89社 対前年+55社 34社 
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戦略的保険者機能関係 

健康保険委員委嘱状況の推移 

H29.3 H30.3 H31.3 H29.3 H30.3 H31.3

健康宣言事業所数の推移 

H29.3 H30.3 H31.3

健康保険委員委嘱事業所数 健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合 

3,434社 

9,409社 

11,841社 

33.4％ 

45.8％ 

50.0％ 

386社 

827社 

2,049社 
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戦略的保険者機能関係 

（9）ジェネリック医薬品の使用促進 企画総務グループ 

静岡支部のジェネリック医薬品使用割合を76.3％以上とする 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・県内薬局向けに、静岡支部の医薬品実績の情報
提供を行い、使用頻度の高い後発品を数量実績と
共に示すことで、使用割合の向上を図る 

 
・薬局と連携したパイロット事業の展開 

・28年度以降全国で実施となった薬局向け情報提供ツー
ルおよび医薬品実績リストを県内1,800薬局へ送付 

・ジェネリック医薬品軽減額通知（30.8、31.2） 
  30.8送付件数 ：100,971件  

    軽減効果額：39,962,815円 

 

・県内薬局と連携し、処方箋受付時に薬局窓口でジェネ
リック医薬品に切り替えた場合の軽減額を即時試算する
「ジェネリックお見積り」事業を実施 

（パイロット事業） 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

ジェネリック医薬品の使用割合 76.3％以上 

80.1％ 
（平成31年3月調剤分） 

 （参考） 

 医科、DPC、歯科も含めた使用割合：77.1% 

76.4％ 
（平成31年3月） 

医科・DPC・歯科含 

77.1％ 

24 



戦略的保険者機能関係 

（10）ビッグデータを活用した個人・事業所単位での健康・医療データの提供 企画総務グループ 

KPI設定なし 

KPI 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・健康宣言事業において、事業所単位で健康・ 

 医療データの提供を行う 

・健康宣言事業所に対し、健診結果各項目の事業
所別、業態別順位や生活習慣の傾向（問診結果）
をチャート化した「ふじのくに事業所健康度
チャート」を毎年すべての健康宣言事業所に送付
できるよう本部と連携しプログラムを改善した 

（11）インセンティブ制度の本格導入 企画総務グループ 

KPI 

KPI設定なし 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・新たに平成30年度から導入する制度であること
から、まずは制度の周知広報を丁寧に行うととも
に、初年度の実施結果を迅速に検証してその後の
検討に繋げる 

・納入告知書同封チラシ、メールマガジン、健康
保険委員研修会および社会保険協会広報誌への記
事掲載を通じて事業主や加入者への周知を図った 

25 



戦略的保険者機能関係 

（12）医療データの分析に基づく地域医療提供体制への働きかけ 企画総務グループ 

KPI 

①他の被用者保険との連携を含めた、地域医療構想調整会議への支部参加率を79.8％以上とする 

②「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」などを活用した効果的な意見発信を実施 

 する 

指標 平成30年度目標 平成30年度実績 平成29年度実績 

地域医療構想調整会議への参加率 79.8％以上 100％ 77.8％ 

データを用いた意見発信の実施 意見発信の実施 実施 30年度新設項目 

事業計画 主な取組み、実施結果等 

・地域ごとの診療行為別の標準化レセプト出現比
（ＳＣＲ）を分析するためのツールを活用し、地
域差の要因分析を行い、医療審議会、地域医療構
想調整会議等の場で意見・情報発信を行う 

・30年度から新たに賀茂地域、熱海・伊東地域へ協会か
ら委員就任し、県内9区域の調整会議すべてで、被用者保
険保険者代表の参加を達成した 

 
・SCR分析ツールを活用し、時間外受診や救急医療の受療
状況を示し、地域医療への意見発信を行った 
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第5回 協会けんぽ調査研究フォーラム 
（平成30年5月23日） 
「抗微生物薬適正使用の手引きと協会レセプトに見る
現状」 
於）一橋大学 一橋講堂 
国際的に大きな問題である抗微生物薬の薬剤耐性菌に
伴う感染症について本邦でも薬剤耐性（AMR）対策ア
クションプランと手引きが策定され、手引きでは、抗
菌薬の使用を原則推奨しない。そこで、静岡支部のレ
セプトにおいて急性咽頭炎と急性副鼻腔炎における抗
菌薬の使用状況と医療機関での抗菌薬の使用量の把握
と分析をしたもの。 

第24回日本薬剤疫学会 
（平成30年10月13・14日） 
「急性上気道炎外来患者における抗菌薬使用サーベイラン
スによる地域比較と診療報酬改定の評価」 
於）東北大学大学院 
厚生労働省より「抗微生物薬適正使用の手引き」が示
され、抗菌薬の適正使用が推奨されている。また、3歳
未満を対象に小児抗菌薬適正使用支援加算が設けられ
たが、小児の抗菌薬使用量が多いことから、対象年齢
を未就学期まで拡大する議論がなされている。そこで、
静岡県の特定の市における抗菌薬の使用実態を比較す
るとともに、小児抗菌薬適正使用支援加算の算定機関
群と非算定機関群とを比較し使用実態の影響を検証し
た。 

第29回日本疫学会 
（平成31年1月31日） 
「認知症及び甲状腺機能低下症の鑑別実態とBPSDガイ
ドラインを踏まえた処方動向における考察」 
於）一橋大学 一橋講堂 
認知症初診以降において甲状腺機能を鑑別する検査の
実態調査及びBPSDガイドライン発行前後の処方動向の
評価を行う。 
そこで、静岡支部のレセプトにおいて平成29年7月から
平成30年6月の間に認知症にて初診で受診した者を対象
にTSH、FT4検査の実施状況を、施設別に調査した。ま
た、平成29年7月と平成30年6月における中核薬及び
BPSDに用いられる向精神薬の処方動向、併用動向につ
いて考察した。 

第5回 協会けんぽ調査研究フォーラム 
（平成30年5月23日） 
「ジェネリック医薬品推進に向けたアプローチ手法の
考察」 
於）一橋大学 一橋講堂 
ジェネリック医薬品推進にあたり、数量規模の大きな
医療機関と門前薬局へのアプローチ手法を提案するた
め、静岡支部のレセプトより数量規模別にジェネリッ
ク割合が低い医療機関とその門前薬局における調剤数
量、一般名処方割合、ジェネリック割合を可視化する。
また、ジェネリック医薬品へ切り替えることで支部全
体へ影響与える薬剤の抽出を行う。 
 

平成30年度調査研究発表の概要 

戦略的保険者機能関係 
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戦略的保険者機能関係 

（13）パイロット事業の展開 企画総務グループ 

KPI 

KPI設定なし 

平成30年度は全国最多となる3件の実施 

平成29年度「医療機関向け総合情報ツール事業」が平成30年12月から全国展開 

件数 支部名 支部数

3 静岡 1支部

2 山形 埼玉 長野 愛知 兵庫 和歌山 広島 7支部

1 岩手 宮城 福島 新潟 滋賀 京都 大阪 岡山 福岡 9支部

件数 支部名 支部数 

3件 静岡 1支部 

2件 山形 埼玉 長野 愛知 兵庫 和歌山 広島 7支部 

1件 岩手 宮城 福島 新潟 滋賀 京都 大阪 岡山 福岡 9支部 

＜平成30年度 各支部のパイロット事業実施状況＞（※支部調査研究事業含む） 

＜平成29年支部パイロット事業の全国展開＞ 

支部 事業名 事業概要 全国展開の方法 

静岡 
医療機関向け総合 

情報ツール事業 

医療機関に対し、院外分のジェネリック医
薬品使用割合に加えて院内分を示すととも
に、医療機関別にジェネリック医薬品使用
割合への影響度が高い薬剤を抽出し、使用
割合の県平均からのかい離を示すことで、
ジェネリック医薬品の使用促進を図る事業 

本部より各支部へ展開している「医療機
関・調剤薬局向け見える化ツール」に、
院内版のツールを追加するとともに、
ジェネリック医薬品使用割合向上に寄与
する上位10医薬品のコンテンツを追加し
た 

平成30年12月より全国展開 
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戦略的保険者機能関係 

薬局と連携したジェネリック 

お見積もり 

生活習慣病治療薬のフォーミュラ
リー作成及び基幹病院と連携した 

地域医療標準化の提言 

あはきの加入者属性に着目した総合
分析 

 

 

■県内約300の協力薬局で処方箋預かり
時、ジェネリック医薬品に切り替えた場
合の薬代をその場で即時に試算 

 
■ジェネリック軽減通知の送付時期に合
わせ加入者に対し広報、ホームページで
連携薬局を周知 

 
■軽減額通知のジェネリック医薬品切り
替え率約35％に対し、本事業の切り替え
率約55％と高い切り替え率となり、特に
20代～40代に対し効果的であった 

■レセプトから基幹病院ごとの生活習慣
病薬使用状況を分析し、フォーミュラ
リー導入による医療費削減効果を試算 
■試算結果を厚生労働省記者会等への
ニュースリリース 
■医療関係者向けフォーラム（東京・名
古屋・大阪）に支部職員が演者参加し、
地域フォーミュラリーの策定意義と地域
フォーミュラリーにおける保険者の役割
を訴え 

■県内基幹病院85機関に対し、胃潰瘍治
療薬を例にしたフォーミュラリー導入時
の削減効果額のシミュレーションと医療
機関ごとの薬剤使用状況を記載した情報
提供リーフレットを発信 

■給付記録をもとに、受療者の属性（年
齢階級、業態、地域）から分析し長期、
頻回請求者の傾向を明らかにする 

 
■施術者別往療料算定状況を抽出し、算
定の多い施術者の実態を把握 

 
■令和元年5月 第6回協会けんぽ調査研
究フォーラムにて発表 

平成30年度パイロット事業の概要 

●お見積り案内チラシ ●薬局でのタペストリー掲示 

●医療関係者向けフォーラムへ 

  企画総務グループ長が演者参加 
●基幹病院向け情報提供  

 リーフレット 

●調査研究フォーラム 

 ポスター 

●調査研究フォーラムでの 

 ポスター発表 
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